
旧マオイゴルフリゾート跡地施設活用事業 公募型プロポーザル実施要領 概要版 

 

１ 基本要件 

⑴ 土地は賃貸し、建物は売却（一部無償譲渡）とする。 

⑵ 土地及び建物は現状有姿とし、新築、増改築、修繕、維持管理等は事業者負担とする。 

⑶ ゴルフ場エリアとフラワーパークエリアの２つに分けて募集する。 

 

２ 活用方針 

⑴ ゴルフ場エリアは、荒廃化しつつあるエリア内の環境を改善し、美しい景観や自然環境の保全、地

球温暖化の抑制等に資する事業を基本とする。 

⑵ フラワーパークエリアは、ゴルフ場エリアの活用方針に加え、開放的な土地や景観を生かし、人が

集まる施設の建設やエリア内の整備を行うことで、本町の魅力向上や地域経済の活性化等に資する

事業を基本とする。 

 

３ 貸付及び売却条件 

⑴ 賃料、貸付期間、売却額は以下のとおり。 

なお、ゴルフ場エリア、フラワーパークエリアの応募はどちらか１つとし、ゴルフ場エリア内にあ

るクラブハウスとホテルの活用は任意選択とする。 

① ゴルフ場エリア 

対象施設 数量 予定価格（最低価格） 貸付期間 

建物 

（売却） 
15棟 

5,590,000円 

  9,890,000円※１ 
― 

土地 

（賃貸） 

1,980,423.17㎡ 

※２ 

年額5,615,400円 

※２ 

10年以上 

30年未満 

※１ クラブハウスとホテルを活用しない場合の予定価格（最低価格） 

※２ クラブハウスとホテルを活用しない場合、面積等が変動する場合あり。 

②フラワーパークエリア 

対象施設 数量 予定価格（最低価格） 貸付期間 

建物 

（譲渡） 
４棟 無償譲渡 ― 

土地 

（賃貸） 
155,557㎡ 年額874,800円 

10年以上 

30年未満 

⑵ 売却する建物の底地は貸付対象のため賃貸に含む（土地の売却はなし）。 

⑶ 提案価格は予定価格以上とする。 

⑷ クラブハウス・ホテル、ショートコースクラブハウス、管理棟などがある施設用地及びその他貸

付地に借地借家法が適用される建物を所有する場合は、借地借家法第23条第２項に基づく事業用

定期借地権（賃借権）の設定契約を締結し、それ以外の土地に関しては民法第601条に基づく土地

賃貸借契約を締結するものとする。 

⑸ 貸付期間は10年以上30年未満とし、貸付期間満了時には事業者の負担により、原則、建物等の

解体・撤去を行った上で更地にして町に返還することとする。 



⑹ 貸付には契約保証金（賃料１年分相当）が発生する。 

⑺ クラブハウス・ホテルは、固定資産税が約９００万円、解体費が相当額かかる見込みであること

から、現地説明会に参加した上で事業者に活用の有無を判断してもらう。活用しない場合、クラブ

ハウス・ホテルは売却せず、(1)①表中※印に示した金額を最低価格として提案してもらう。な

お、クラブハウス・ホテルどちらかのみの活用は認めない。 

⑻ 賃料は、近隣地の地代の変動その他社会経済情勢等の変動等やむを得ない事情によりその価格が

不相応となった場合に改定することができるほか、貸付後にゴルフ事業を行うための再整備等を行

った場合、その整備が完了した時点においても改定することができることとする。 

⑼ 開発行為により整備された防災設備、給排水設備、電気設備、植栽及び残地森林等を町の承諾な

く改良、撤去、用途変更したり、その他開発行為の条件に違反した利用をしないこと。 

 

４ 応募資格等 

⑴ 跡地施設の利活用を希望する法人又は複数の法人で構成されるグループであること。 

⑵ 現地見学会に参加していること。 

⑶ 日本国内に本社を有すること。 

 

５ スケジュール（予定） 

内  容 日  程 

公募開始（公告） 11 月８日(金) 

実施要領の配布（ホームページに掲載） 11 月８日(金)～12 月 20 日(金) 

現地見学会申込書受付期間 ※応募必須条件 11 月８日(金)～11 月 29 日(金) 

現地見学会実施期間 ※応募必須条件 11 月 11 日(月)～12 月６日(金) 

質問受付期間（回答は町ホームページに掲載） 11 月８日(金)～12 月９日(月) 

応募申込書類受付期間 11 月 11 日(月)～12 月 20 日(金) 

提案書関係書類受付期間 

※町が行う応募資格審査通過者のみ対象 

12 月 23 日(月) 

～令和７年２月４日(火) 

１次審査（書類選考） 

※応募資格審査通過者多数の場合のみ開催 

令和７年２月中旬頃を予定 

２次審査（プレゼンテーション・ヒアリング） 

※契約候補者の決定 

令和７年２月下旬頃を予定 

基本協定等の締結に向けた協議開始 契約候補者決定後随時 

契約候補者による地域住民説明会 説明会開催の日程等調整次第 

土地の賃貸及び建物の売買に係る契約締結 

※契約の締結日までに契約保証金を支払うこと 

地域住民説明会後、町との契約に関す

る協議が整い次第 

売買代金の納入期限 契約締結後 30 日以内 

 

６ 審査 

⑴ 審査は、町による応募資格審査、審査委員による１次審査（応募資格審査通過者多数の場合、書

類選考を実施）、２次審査（プレゼンテーション・ヒアリング形式）を行う。 

⑵ 審査結果の講評及び審査委員は、審査後に公表する。 


